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事業場における労働者の健康保持増進のための指針の改正について 

 

 

 労働基準行政の運営につきましては、日頃より格別の御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。 

 さて、事業場における労働者の健康保持増進のための指針（昭和 63年健康保

持増進のための指針公示第１号。以下「指針」という。）について、別添１のと

おり改正が行われ、令和８年 10月 19日から適用しております。 

改正の趣旨及び内容は下記のとおりですので、別添２の改正後の指針に基づ

き、労働者の健康管理が適正に行われるよう、傘下の団体、会員事業場等の関

係者に対する周知方御協力をお願いいたします。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

労働者の健康の保持増進に当たっては、生活習慣改善等による疾病の発症予

防（以下「一次予防」という。）に加え、健康診断等による疾病の早期発見や早

期治療（以下「二次予防」という。）を行うことで、疾病の発症や重症化、疾病

による死亡を予防することができる。また、疾病を抱える労働者が治療を受け

ながら就業を継続できる環境整備も重要である。 

本改正は、従来の生活習慣病予防等を中心とした一次予防に加え、がん、女

性特有の健康課題（月経不順、月経困難症、過多月経、月経前症候群、更年期

障害等）、歯科疾患、骨粗しょう症及び眼科疾患（以下「がん等」という。）と

いった健康課題に対する検診及び精密検査等の受診勧奨といった二次予防を健

康保持増進措置として指針上に明確に位置づけるとともに、医療保険者等との

連携、治療と就業の両立支援等の取組を明記することにより、労働者の健康保



持増進対策の一層の推進を図るものである。 

 

第２ 細部事項 

１ 一次予防について（指針の１関係） 

  指針の１に示す「一次予防」には、禁煙、食生活や運動といった生活習慣

の改善のみならず、がん予防の観点から感染症対策（感染予防やワクチンの

接種等）を含むものであること。がん予防に当たっては、国立研究開発法人

国 立 が ん 研 究 セ ン タ ー の 「 科 学 的 根 拠 に 基 づ く が ん 予 防 法 」

（ https://ganjoho.jp/public/pre_scr/cause_prevention/evidence_based.html ）

を参考とすることができること。 

 

２ 自身の保健医療情報（PHR）の活用に当たっての留意事項（指針の１関係） 

  指針の１の「生涯にわたる自身の保健医療情報（PHR：Personal Health 

Record）」とは、健診（検診）情報、予防接種歴、薬剤情報、検査結果等診療

関連情報及び個人が自ら日々測定するバイタル（血圧や体重等）を指す。こ

れらの情報について、電子記録として労働者本人等が正確に把握し、労働者

自身の健康保持増進に活用することが期待されるため、事業者から労働者に

PHRの利用について情報提供及び啓発を行うことも含むものであること。情報

提供等に当たっては、「PHR サービス提供者による健診等情報の取扱に関する

基本的指針」（総務省、厚生労働省、経済産業省令和３年 4月公表・令和７年

４月一部改定）に基づき「情報セキュリティ対策」等適切な対応がなされて

いる PHRサービスを推奨すること。なお、PHRの利用はあくまで労働者本人の

自主的な取組を前提とするものであることに留意すること。  

 

３ 健康保持増進対策を推進するに当たっての留意事項（指針の２関係） 

（１）がん等に係る検査について 

  指針の２の「がん等に係る検査」は、指針の４（２）ハ（イ）に示す疾患

に係る検査を想定していること。特に、がん検診については、科学的根拠に

基づくものであることとし、具体的には国が推奨する５つのがん（胃がん、

肺がん、大腸がん、乳がん、子宮頸がん）とすること。 

（２）コラボヘルスの推進に当たっての留意事項 

  指針の２に示す「コラボヘルスの推進」に当たっては、「データヘルス・健

康経営を推進するためのコラボヘルスガイドライン」（平成 29 年７月）を参



考とすることができること。 

（３）産業医との連携に当たっての留意事項 

  指針の２④の「二次予防の取組」に当たっては、産業医を選任している事

業場においては、職場環境や職務内容等を把握している産業医に健康保持増

進対策の企画立案の段階から参画させ、意見を聞くことが望ましいこと。な

お、産業医を選任していない小規模事業場においては、指針の４（１）ロに

示す事業場外資源を活用することが考えられること。 

（４）治療を受けることになった労働者への支援に当たっての留意事項 

  指針の２にある「治療と就業の両立支援」については、労働施策の総合的

な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和

41年法律第 132号）第 27条の３において、事業主は、疾病、負傷その他の理

由により治療を受ける労働者について、就業によって疾病又は負傷の症状が

増悪すること等を防止し、その治療と就業との両立を支援するため、当該労

働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の必

要な措置を講ずるよう努めなければならないこと。また、支援の実施に当た

っては、治療と就業の両立支援指針（令和８年厚生労働省告示第 28号）を参

照すること。 

 

４ 健康保持増進措置の実施に当たっての留意事項（指針の４関係） 

（１）地域との連携強化に当たっての留意事項 

  指針の４（１）ロに示す「職域保健と地域保健の連携」とは、事業者は、

地域・職域連携推進協議会で議論された地域に根ざした健康づくりに関する

情報を活用して労働者に必要な情報を提供することが望ましいこと。 

（２）健康保持増進措置における健康教育に当たっての留意事項 

指針の４（２）イに示す「がん検診等の科学的根拠及び意義の理解」とは、

がん検診等の有効性が科学的知見により確認されていること、対象年齢及び受

診間隔を遵守して受診すること、検査に伴う偽陽性、偽陰性、過剰診断等の不

利益について理解すること、これらを理解した上で受診すること等について理

解を促す内容を含むものであること。 

また、指針の４（２）イに示す「がん検診等の検査結果に応じた精密検査等

の受検や専門医への受診の必要性」については、がん検診等の結果を踏まえ、

精密検査が必要とされた場合には速やかに受診することの重要性について周

知するものであり、ナッジ理論や行動科学を活用した公的機関が作成したリー



フレット等を用いて具体的な行動変容を促すものが望ましいこと。 

さらに、指針の４（２）イに示す「利用可能な自治体や医療保険者のがん検

診等や保健事業」については、労働者が利用可能ながん検診等の受診方法等を

具体的に教示するものであり、自治体や医療保険者の作成したリーフレットの

配布等も含まれること。 

（３）健康指導の実施における個人情報の取扱いに当たっての留意事項 

指針の４（２）ロ（ロ）の「労働者本人の同意を得て検査結果を把握した場

合」において、健診結果等の個人情報の取扱いについては、指針の５（５）に

留意すること。 

（４）二次予防に関する取組に当たっての留意事項 

指針の４（２）ハ（イ）に示す「女性特有の健康課題、歯科疾患、骨粗しょ

う症、眼科疾患等に係る検査等」の「検査等」には、問診による健康課題の把

握や簡易な口腔スクリーニングも含むものであること。また、女性特有の健康

課題に係る問診及びその結果に基づく専門医への受診勧奨については、厚生労

働省ホームページに公開されている「女性特有の健康課題に関する問診に係る

健診機関実施マニュアル」及び「女性特有の健康課題に関する問診を活用した

女性の健康管理支援実施マニュアル」を参照すること。 

指針の４（２）ハ（ロ）に示す「医療保険者と連携して実施する健康診断の

機会を活用した検診等の受診機会の提供」とは、医療保険者が高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）その他関係法令に基づき実施する

保健事業において実施されるがん検診等を利用することを含み、労働者にこれ

ら保健事業を案内し、受診に向けた休暇の付与等の配慮を行うことを含むもの

であること。また、指針の４（２）ハ（ロ）に示す「労働者の居住する市町村

において実施されている健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）に基づく検診

の受診勧奨及び受診のための休暇の付与等」の「休暇の付与等」とは、検診の

受診を目的とした会社の定めによる特別休暇の付与だけでなく、がん検診等を

受診したいと考える労働者が容易に有給休暇を取得できるよう配慮を行うこ

とも含むものであること。 

  指針の４（２）ハ（ハ）に示す「健康診断実施者に対する精密検査の受診

勧奨の業務委託」について、精密検査等の受診勧奨が着実に行われるよう、

受診勧奨の対象となる有所見者の選定基準、受診勧奨の実施方法及び実施時

期、受診勧奨実施後の受診状況の確認方法、事業者への報告事項並びに個人

情報の適正な取扱い等について、健康診断実施機関との適切な業務委託の内



容について検討することが望ましいこと。 

 

５ 二次予防の実施に当たっての留意事項（指針の５関係） 

指針の５（２）の「がん検診等の実施又は受診機会の提供」に当たっては、

健康増進法第９条第１項に基づく健康増進事業実施者に対する健康診査の実

施等に関する指針（平成 16 年厚生労働省告示第 242 号）の第２の２の５に定

められているように、健康診断を委託する場合は、健康診断実施機関に対して、

精度管理を実施するよう要請する等健康診断の実施について適切な管理を行

うこと。また、これらの精度管理を適切に行っている健康診断実施機関を選定

することが望ましいこと。 

 


